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1〔論　文〕
Ⅰ　本稿の課題
　中小企業の多くは，自社の発展を目指そうと
しても，経営資源の不足という中小企業特有の
問題に直面する場合がある。こうした問題に直
面した場合，中小企業の多くは，経営資源の補
填を目的とし，企業はもちろんのこと，加えて
大学や研究機関など経営資源を補填可能とする
さまざまな組織との連携の構築を図っている。
中小企業を中心としたさまざまな組織との連携
（以下，中小企業連携）が，中小企業の存立基
盤強化につながるという認識がある１）。それゆ
え政策的にも中小企業連携を通じた商品の開発
から販売までの一貫した事業展開を図るビジネ
スモデルとも言える「新連携」の構築が，中小
企業政策の中心として据えられている。
　「新連携」は，2005年４月に中小企業庁が
「中小企業経営革新支援法」，「中小企業創造活
動促進法」２），「新事業創出促進法」３）の３つの
政策を統合させ，それらを発展的に解消するこ
とで制定した「中小企業新事業活動促進法」
（正式には「中小企業の新たな事業活動の促進
に関する法律」）の中核に据えられた支援対象
である。「新連携」は法律上では「異分野連携
新事業分野開拓」と呼ばれる。
　中小企業の多くは，実際に，新連携支援を受
けるべく，新連携の構築に挑戦しており，次節
で詳しくみるように多くの案件が認定されてい
る。このように新連携をも含む中小企業連携を
いかに構築していくかについては，中小企業経
営者にとっても，また中小企業振興施策等の立
案担当者にとっても，大変大きな関心事であろ
う。しかしながら，その一方で，中小企業連携
の構築は，それほど簡単ではなく，連携を構築
した後に事業運営を継続していくうえでの問題
が生じる連携もある４）。では，連携を構築した
後も，継続的な事業運営が可能となるような中
小企業連携を構築するためには，中小企業連携
において，いったいどのようなことが必要であ
ろうか。これが本稿で明らかにすべき課題であ
る５）。
　結論を先取りすれば，実は，新連携の認定案
件を見ると，すべてではないにせよ，多くの案
件を通じてまだ多く語られていない１つの事実
が明らかになる。それは，具体的には次節でみ
ていくが，新連携案件の多くの中小企業連携
が，ある母体組織から派生的に生じているとい
う事実である。母体組織における中小企業経営
者の積極的な活動が，中小企業連携の構築に大
きな役割を果たしていることが推察される。
　そこで本稿では，中小企業連携の構築をより
推進していくことを目指し，中小企業連携の構
築には，その母体組織における中小企業経営者
の積極的な活動が大きく貢献しうることを，兵
庫県の経営者団体である兵庫県中小企業家同友
会（以下，兵庫同友会）における経験的な事例
を通じて明らかにしていく。
Ⅱ　仮説
１．新連携案件等にみる母体組織
　「新連携」とは，中小企業基盤整備機構のホ
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ームページによれば，「その行う事業の分野を
異にする事業者が有機的に連携し，その経営資
源（設備，技術，個人の有する知識及び技能そ
の他の事業活動に活用される資源のこと）を有
効に組み合わせて，新事業活動を行うことによ
り，新たな事業分野の開拓を図ること」であ
る６）。「連携体」の条件に，①中核となる中小
企業が存在すること（これを「コア企業」と呼
ぶ），②２社以上の中小企業が参加すること
（なお大企業，大学，研究機関，NPO，組合な
どを構成メンバーに加えることはできるが，中
小企業の貢献度合いが半数以下の場合は支援対
象外となる），③参加事業者の間で規約などに
より役割分担・責任体制などが明確であるこ
と，がある。法律における事業の体系は，連携
による事業化を目指す事業たるパイロット事業
と，連携をこれから構築しようとする中小企業
を支援するフォーメーション事業とがある。
　「新連携」認定案件は，2007年３月30日現在
において321件である７）。これを各地域の経済
産業局管轄地域別に整理したものが次の図表で
ある（図表１）。地域別にみた認定件数は，関
東が最も多く（22.7％），近畿（19.3％），中部・
北陸（15.6％）と続く。これら認定案件のプロ
ジェクトチームのなかで注目すべき点は，それ
らのいくつかがある組織体を母体とした連携で
あるということである。この点を，認定件数が
全国で２位の地域である近畿地域の認定案件か
ら具体的にみていく。
　たとえば，近畿地域の最初の案件である有限
会社京都試作工房をコア企業とする「京都試作
ネットを基礎にした新たな試作ビジネスの確
立」（近畿地域第１号案件）は，試作ビジネス
を展開する京都試作ネット８）のメンバー数社
で認定されており，京都試作ネットが当該認定
案件の母体組織であることがわかる。さらに京
都試作ネット自体，京都機械金属中小企業青年
連絡会（通称；機青連）が母体組織となってい
る９）。
　また，株式会社田中をコア企業とする「次世
代型航空機部品供給ネットワーク事業」（近畿
地域７号案件）は，中小企業として次世代型航
空機市場への参入を目指す次世代型航空機部品
供給ネットワーク（通称 OWO；On the Wing of 
OSAKA）10）のメンバー数社で認定されており，
OWOが当該認定案件の母体組織であることが
わかる11）。
　さらに，株式会社中央電機計器製作所をコア
企業とする「マイクロコロニー観察装置の開発
及び販売事業」（近畿地域第12号案件）は，販
路開拓の役割を担うエバオン株式会社とともに
参画する，新製品開発を目指し世界のオンリー
ワン企業を目指すオンリーワン研究会12）が当
該認定案件の母体組織であることがわかる。さ
らにオンリーワン研究会自体，大阪府中小企業
家同友会が母体組織となっている。
　最後に，北斗電子工業株式会社をコア企業と
する「『細菌・ウイルス瞬間熱殺滅装置』の開
発と事業化」（近畿地域第22号案件）は，本稿
で中心的にとりあげているアドック神戸参画企
業数社で認定されており，アドック神戸が当該
認定案件の母体組織であることがわかる。さら
に，アドック神戸自体，兵庫同友会が母体組織
となっている。
　このように，ここでとりあげた案件は数例に
限られるが，数例の事例からみても，母体組織
図表１　新連携認定案件数
認定件数
2005年度 2006年度 合計
北海道  14  14  28 8.7％
東　北  13  18  31 9.7％
関　東  38  35  73 22.7％
中部・北陸  22  28  50 15.6％
近　畿  36  26  62 19.3％
中　国  10  15  25 7.8％
四　国   6  10  16 5.0％
九　州  19   8  27 8.4％
沖　縄   5   4   9 2.8％
合　計 163 158 321 100.0％
出所） http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/shinpou/download/
chiikibetu_ninteijoukyou.pdf（2007年５月閲覧）の図
表を筆者が一部加筆・修正
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の存在が「新連携」の構築に何らかの効果をも
たらしているのではないかと予想される。そこ
で以下では，この点について検証を行うべく，
最後にとりあげたアドック神戸の新連携認定案
件である「『細菌・ウイルス瞬間熱殺滅装置』
の開発と事業化」について具体的にみていく。
２．新連携とアドック神戸
　アドック神戸は，阪神・淡路大震災を契機
に，兵庫同友会会員企業の製造業30社が集まっ
て結成された製造部会を発端とする中小企業連
携である。当初は，受託開発を目指したが，加
えて製品開発を志向することとなり，近年では
いくつかの製品開発プロジェクトを同時に立ち
上げ，現在それらの開発に取組んでいる13）。
　これらのプロジェクトのなかで，「細菌・ウ
イルス瞬間加熱殺滅装置」が新連携事業の対象
として認定された。「細菌・ウイルス瞬間加熱
殺滅装置」は，「乾燥空気による加熱殺滅」と
「高濃度酸素イオン殺菌」を併用して，細菌・
ウイルスに対する高度な清浄空気を提供する装
置である。このプロジェクトチームでは，北斗
電子工業株式会社をコア企業として，以下の計
６社から構成されている（図表２）14）。
　これらの構成企業のうち，まずコア企業であ
る北斗電子工業株式会社は，電子応用機器・非
破壊検査装置の開発・設計・製造を行ってい
る。これまで大手メーカーの下請として，同メ
ーカーに販売してきた製品のメンテナンスを行
ってきたが，パートナーと協同した製品開発型
企業へ転換を遂げた。同社の経営者である N
氏は，アドック神戸の副会長である。同社は，
アドック神戸が目指す「脱下請」をアドック神
戸結成前から早期に実現したことから，他のア
ドック神戸参画企業のモデル企業となってい
る15）。
　装置アセンブリを担う森合精機株式会社は，
油圧バルブの部品製造と自社開発商品である機
械洗浄装置を主力商品にもつ。同社の経営者で
あるM氏は，アドック神戸の会長である。同
社は，北斗電子工業株式会社と同様にアドック
神戸参画企業のモデル企業であるばかりでな
く，新連携の近畿地域第11号案件である「高機
能な多関節ロボットを利用した機械部品の水中
洗浄システムの開発及び販売事業」のコア企業
でもある。
　また，熱交換器製造技術の提供を担う株式会
社ツインテックは，これまで下請企業として，
精密機器に要する金属部品加工や，加えて行政
機関や保険関係のユーザー向けに供給する大型
の高速プリンターなどコンピュータ周辺機器の
組立を主たる業務としてきた。同社は，アドッ
ク神戸の受託・開発プロジェクトである医薬品
自動分割分包機やインテリアスピーカーの開発
を主として執り行う「主幹事会社」（「新連携」
制度のいわゆるコア企業）であり，主幹事会社
図表２　「細菌・ウイルス瞬間加熱殺滅装置」のプロジェクトチーム（順不同）
企業名 役割分担
◎北斗電子工業株式会社 全体総括，システム設計
　森合精機株式会社 装置アセンブリ
　株式会社ツインテック 熱交換器製造技術
　株式会社藤製作所 医療用具製造技術
　株式会社奥谷金網製作所 フィルターの製造技術
　明花電業株式会社 販路開拓
出所）　筆者調べ
注１）　◎はコア企業
注２）　 これらの参画企業以外にも，神戸大学医学部保険学科（細菌・ウィルス熱殺滅技術）
ならびにアドック神戸（細菌・ウイルス熱殺滅ならびに事業化コンサルタント）の
メンバーとして参画している。
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としての製品開発にかかる経験を通じて脱下請
を実現可能とした16）。なおアドック神戸の両プ
ロジェクトに北斗電子工業株式会社が参画して
いる。
　さらに，フィルターの製造技術を担う株式会
社奥谷金網製作所は，創業から100年を超す老
舗企業であり，パンチングメタルや多種多様な
金網を主力製品としてもつ。同社の経営者であ
る O氏は，アドック神戸の副会長である。同
社は，細菌・ウイルス瞬間熱殺滅装置の特許申
請に際し，アドック神戸のメンバーとともに特
許の取得について勉強を重ね，最終的に共同発
明人として名を連ねた経験を活かし，大手企業
から排ガスフィルターの開発を依頼された際
に，大手企業に特許の共同出願を打診し，実現
した17）。
　最後に，販路開拓を担う明花電業株式会社
は，電気設備資材の卸売業であったが，顧客の
要請から，特殊専門工事や不得意分野の工事を
電気設備工事店の下請として施工をも手がけて
きた。同社は，アドック神戸のメンバーである
ばかりではなく，同時に2001年に設立され，
2003年に NPO法人化した NPO法人「ワット
神戸」の参画企業でもある。ワット神戸は，兵
庫同友会会員企業から構成される中小企業連携
の１つであり，太陽光など自然エネルギーに特
化した環境ビジネス事業を展開している18）。こ
れ以降，同社も蛍光灯の提供・交換・廃棄を行
うなど環境ビジネス事業に進出した。
　以上のように，新連携認定案件である「細
菌・ウイルス瞬間加熱殺滅装置」にかかわるア
ドック神戸参画企業６社が，アドック神戸にお
ける製品開発等の諸活動の中心的役割を担って
いる。
３． 母体組織としての兵庫県中小企業家同友会
　それでは，これら６社が母体組織である兵庫
同友会において，どのような活動を行っている
かについてみていこう。
　同友会活動の実態について掘り下げてみる
と，一般的な会員企業が参画する同友会活動の
場は，実は支部単位がほとんどである。兵庫同
友会では，兵庫県を11つの地域に区分した支部
に分けている。具体的には，阪神支部，東神戸
支部，神戸中央支部，中神戸支部，兵庫支部，
西神戸支部，東播支部，北播支部，北はりま支
部，中はりま支部，西はりま支部（以上，順不
同）である。会員企業が同じ支部同士に所属し
ていれば，支部例会などを通じて経営者同士が
顔を合わせる機会が多いために，同友会活動の
交流を通じて，同じ支部の会員同士はお互いに
非常によく知っているという関係にあると考え
られる。
　しかしながら，実情では，支部を超えた会員同
士の交流はそれほど多くは行われていない19）20）。
次の図表をみてもわかるように，上のアドック
神戸の「細菌・ウイルス瞬間加熱殺滅装置」の
プロジェクトチームを構成する６社は，会員歴
は10年を超えているものの，支部の所属は必ず
しも同じでない（図表３）。このことと，会員
同士の交流が実際に行われていることとの関連
をどのように考えればよいのであろうか。
　実は，支部を異とする会員同士が積極的に交
流を図ることができる場として，役員の会合が
例外としてあげられる。同友会には，兵庫県だ
けに限らず，役員として理事（代表理事，副代
表理事，理事）と支部長ならびに支部運営委
員，さらには県の委員会委員21）ならびに各部
会委員がある22）。兵庫同友会の組織には，中核
決定機関としての総会と，その下部組織に理事
会がある。理事会は，正と副の代表理事（正副
代表理事）と支部長，さらには各理事（専門委
員長，青年部長，女性部長，各支部長と各支部
推薦理事）から構成される。兵庫同友会には，
正副代表理事と支部長から構成される正副代表
理事・支部長会と，正副代表理事と委員長から
構成される正副代表理事・委員長会がある。
　上のアドック神戸の「細菌・ウイルス瞬間加
熱殺滅装置」のプロジェクトチームを構成する
６社の会員は，次の図表をみてもわかるよう
に，理事，支部運営委員，ならびに県の委員
会・部会委員のいずれかの役職を経験している
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（図表３）。このように，役員経験者同士は，非
役員と比べると，役員時代に同友会活動を通じ
て会員同士が比較的にお互いに会う機会が多
く，互いによく知っているという関係にあるこ
とが推察される23）。
　アドック神戸の「細菌・ウイルス瞬間加熱殺
滅装置」のプロジェクトチームを事例としてみ
ると，中小企業連携の構築には，母体組織であ
る兵庫同友会における会員歴が長かったり，あ
るいは役員経験があったりするなど，経営者に
よる母体組織における諸活動への積極的な参画
が有益な役割を果たしていることが推察され
る。そこで，「中小企業連携の構築には，母体
組織における諸活動への経営者の積極的な参画
が必要である」という仮説を導くことができる。
次節で，この仮説を統計的に検証していく。
Ⅲ　検証
１．データ
　本稿で用いるデータは，2005年11～12月に兵
庫同友会会員企業を対象に実施した，景況に関
するアンケート調査に基づいている。アンケー
ト調査は郵送方法により発送・回収された。発
送先企業数は750社であり，うち274社から回答
を得た（回答率36.5％）。
　274社の業種別内訳は，建設業50社，製造業
（消費財）30社，製造業（生産財）48社，商業
50社，対個人サービス46社，対企業サービス50
社であった（図表４）。また，平均従業員は正
社員が18.8人であり，企業規模のばらつきは比
較的小さかった（図表５）。さらに，立地地域
別内訳は，東神戸・灘地域のサンプル数が少な
図表３　兵庫県中小企業家同友会の会員歴，所属支部，役員経験の有無（2005年11月現在）
企業名 会員歴 所属支部
役員の体験年数
理事 支部運営委員 県の委員会・部会委員
北斗電子工業株式会社 20年 東神戸 未経験 未経験 ６年
森合精機株式会社 15年 東播 無回答（役員経験あり※注）
株式会社ツインテック 14年 東播 10年 13年 13年
株式会社藤製作所 15年 兵庫 ２年 ４年 ３年
株式会社奥谷金網製作所 15年 東神戸 ４年 10年 ７年
明花電業株式会社 14年 東神戸 10年 13年 13年
出所）　 2005年11月に筆者等が兵庫県中小企業家同友会会員企業に対して実施したアンケート調査に基づい
ている。
注）　　 森合精機株式会社については，同社がアンケート調査に無回答であったため不明であったが，後日，
兵庫県中小企業家同友会事務局に同社の会員歴ならびに役員経験の有無の確認をした。ここで記載
されているのは，そこで判明したデータである。
図表４　アンケートサンプル企業（業種別内訳）
企業数 割合
建築業  50  18.2％
製造業（消費財）  30  10.9％
製造業（生産財）  48  17.5％
商業  50  18.2％
対個人サービス  46  16.8％
対企業サービス  50  18.2％
合計 274 100.0％
出所）　図表３に同じ。
対企業サービス
対個人サービス
商業
建設業
製造業（生産財）
製造業（消費財）
11％
18％
18％18％
18％
17％
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かったが，それ以外の地域の構成はそれほどば
らついていなかった（図表６）。
２．分析項目
　アンケートの質問項目は，兵庫同友会会員企
業の経営者を対象に，阪神・淡路大震災以後か
ら今日まで実施されている景況調査24）の末尾
に「同友会活動について」というタイトルで特
別質問として設定した。上記の仮説における
「母体組織における諸活動への経営者の積極的
な参画」については，上述の会員歴ならびに役
員経験の有無だけでなく，加えて活動への出席
度合いも質問項目として設定する必要があろ
う。また，母体組織の諸活動への参画が，中小
企業連携の構築に貢献することを検証するため
には，母体組織の諸活動への参画による会員の
メリットを質問項目として設定する必要があろ
う。このメリットのなかで，中小企業連携の構
築に関する項目を設定する。
　以上を踏まえ，質問項目としては，「①同友
会歴」，「②役員（理事，支部運営委員，県の委
員会・部会委員）経験の有無ならびに経験年
図表５　アンケートサンプル企業（正社員数内訳）
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
274 0 430 18.83 33.03
出所）　図表３に同じ。
度数 パーセント 有効％ 累積％
４人以下  65  23.7  23.7  23.7
５～９人  64  23.4  23.4  47.1
10～19人  74  27.0  27.0  74.1
20～49人  48  17.5  17.5  91.6
50人以上  23   8.4   8.4 100.0
合　　計 274 100.0 100.0
出所）　図表３に同じ。
図表６　アンケートサンプル企業（立地地域別内訳）
度数 パーセント 有効％
中央区・北区  63  23.0  23.0
兵庫区以西  52  19.0  19.0
東灘区・灘区  23   8.4   8.4
阪神地域  46  16.8  16.8
東播・北播方面  41  15.0  15.0
姫路・西播方面  49  17.9  17.9
合計 274 100.0 100.0
出所）　図表３に同じ。
図表７　会員歴の記述統計量・度数分布図
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差値
273 0 45 6.65 7.45
　出所）　図表３に同じ。
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数」，「③同友会活動への出席度合い」，「④同友
会活動に参画して得たメリット」，の４項目を
設定し，分析対象とした25）。
　まず，「①同友会歴」についてみていく。こ
の項目では「あなたの会歴は」とし，会歴（約
○年）という記述形式で尋ねた。（以下，会歴
を会員歴とする）。結果は平均値が6.7年であっ
た（標準偏差：7.45）（図表７）。しかしながら
度数分布図をみてもわかるように，会員歴が約
１年であるという会員が最も多く26），さらに会
員歴10年以上と10年未満で区別してみると，会
員歴10年未満の会員が約73％と多いことがわか
る（図表８）。
　次に，「②役員（理事，支部運営委員，県の
委員会・部会委員）経験の有無ならびに経験年
数」についてみていく。ここでは，同友会役員
（理事，支部運営委員，県の委員会・部会委員）
の経験が「ある」か「ない」かについて尋ねた
うえで，理事，支部運営委員，県の委員会・部
会委員それぞれの経験年数を記述してもらっ
た。活用したのは，経験の有無だけで，集計結
果から，有効回答で，役員経験が「ある」会員
が39.2％，「ない」会員が60.8％であり，約４割
の会員が何らかの役員経験があることが明らか
となった（図表９）。
　次に，「③同友会活動への出席度合い」につ
いてみていく。同友会活動への出席度合いを，
「①週に２回以上」，「②週に１回」，「③月に２
～３回」，「④月に１回」，「⑤半年に４～５回」，
「⑥半年に２～３回」，「⑦半年に１回」，「⑧年
に１回」の８項目で尋ねた。その結果，「④月
に１回」が（29.6％；76／257件）と最も多く，
「③月に２～３回」（18.7％；48／257件），「⑥
半年に２～３回」（14.8％；38／257件），が続
いた（図表10）。
　最後に，「⑤同友会活動に参画して得たメリ
ット」についてみていく。ここでは「同友会活
動に参画してどんなメリットがありましたか」
としたうえで，具体的に，自社の経営活動に関
する項目（①，④，⑤，⑥，⑩，⑪），経営者・
社員に関する項目（⑦，⑧，⑨），他社との連
携活動に関する項目（②，③），を設定した。
⑫「その他」も設定したが，分析対象から除い
た。「非常にそう思う」５点，「どちらとも言え
図表８　会員歴10年未満・10年以上の度数分布
度数 有効％ 累積％
10年未満 199  72.9  72.9
10年以上  74  27.1 100.0
合　　計 273 100.0
出所）　図表３に同じ。
図表９　役員経験の有無
度数 パーセント 有効％ 累積％
ある 102 37.2  39.2  39.2
ない 158 57.7  60.8 100.0
合計 260 94.9 100.0
出所）　図表３に同じ。
図表10　同友会活動への出席度合い
度数 パーセント 有効％ 累積％
週に２回以上  18  6.6   7.0   7.0
週に１回  24  8.8   9.3  16.3
月に２～３回  48 17.5  18.7  35.0
月に１回  76 27.7  29.6  64.6
半年に４～５回  19  6.9   7.4  72.0
半年に２～３回  38 13.9  14.8  86.8
半年に１回  22  8.0   8.6  95.3
年に１回  12  4.4   4.7 100.0
合計 257 93.8 100.0
出所）　図表３に同じ。
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ない」３点，「まったくそうは思わない」１点
を与える５点尺度で尋ねた。具体的な質問項目
は，上の図表11に記載している。
　これら各項目の全体の平均値をみたものが図
表12である。図表12をみると，中間値である
3.0を大きく上回った項目として，「②経営者同
士の交流が深まった」（3.99）と「⑧経営者と
しての自覚が高まった」（3.91）がともに高い
数値を示した。また，続いて「④経営指針が明
確になった」や「⑦幅広い経営情報から意思決
定できるようになった」，「⑤自社の強みが明確
になった」，「⑨社員との信頼関係が深まった」，
「⑩社内の業務体制が整備された」が並んだ。
これらは，同友会で積極的に取組んでいる事項
であり，経営者の多くが，それぞれの項目につ
いて，同友会活動を通じて得ることのできるメ
リットであると認識していることが明らかとな
った。その一方で，「③他の企業と連携し，新
規事業に取り組んだ」，「⑥財務体質を改善し
た」，「①第二創業により，自社の経営基盤を強
化した」，は同友会活動があるからといって得
ることのできるメリットでないと感じているこ
とが明らかとなった。また，「⑪同友会の運営
を自社にアレンジして取り入れた」はほぼ中間
図表12　同友会活動に参画したことによるメリット（集計結果）
度数 平均値
②経営者同士の交流が深まった 231 3.99
⑧経営者としての自覚が高まった 228 3.91
④経営指針が明確になった 220 3.49
⑦幅広い経営情報から意思決定できるようになった 223 3.45
⑤自社の強みが明確になった 221 3.34
⑨社員との信頼関係が深まった 223 3.26
⑩社内の業務体制が整備された 219 3.16
⑪同友会の運営を自社にアレンジして取り入れた 219 3.05
①第二創業により，自社の経営基盤を強化した 215 2.99
⑥財務体質を改善した 218 2.88
③他の企業と連携し，新規事業に取り組んだ 213 2.46
合計 205
出所）　図表３に同じ。
図表11　同友会活動に参画したことによるメリット（質問）
①第二創業により，自社の経営基盤を強化した
②経営者同士の交流が深まった
③他の企業と連携し，新規事業に取り組んだ
④経営指針が明確になった
⑤自社の強みが明確になった
⑥財務体質を改善した
⑦幅広い経営情報から意思決定できるようになった
⑧経営者としての自覚が高まった
⑨社員との信頼関係が深まった
⑩社内の業務体制が整備された
⑪同友会の運営を自社にアレンジして取り入れた
出所）　図表３に同じ。
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値であった。
３．若干の分析
　以上のデータを用いて，若干の分析を行って
いく。
①会員歴と同友会活動参画のメリット
　まず，会員歴と同友会活動参画メリットとの
関連についてみていく。新連携に認定されたア
ドック神戸のプロジェクトチームである「細
菌・ウイルス瞬間加熱殺滅装置」のメンバー
は，同友会の会員歴がすべて10年以上であっ
た。そこで会員歴10年を１つの基準とし，会員
歴10年以上の会員グループと会員歴10年未満の
会員グループとの間で，同友会活動参画メリッ
トの平均値の差を検定すべく t検定（両側）を
実施した（図表13）。
　その結果，次の３点が特徴としてみられた。
第１に，会員歴が「10年以上」のグループで同
友会活動参画メリットの平均値の３を下回った
のが，唯一，「③他の企業と連携し，新規事業
に取り組んだ」の項目だけであったこと。第２
に，会員歴が「10年以上」のグループで平均値
の３を上回ったが，会員歴「10年未満」のグル
ープと統計的な差がみられなかったのが「②経
営者同士の交流が深まった」と「⑪同友会の運
営を自社にアレンジして取り入れた」の２つの
項目のみであったこと。第３に，会員歴「10年
以上」のグループが平均値を上回り，一方で会
員歴「10年未満」のグループが平均値を下回っ
た項目で，かつ平均値の差が統計的に有意な項
目が，「①第二創業により，自社の経営基盤を
強化した」と「⑥財務体質を改善した」の２項
目であったこと。
　第１と第２の点は，後述するとして，先に第
３の点の結果から示唆されることを述べる。こ
こで検定したのは，会員歴が10年以上と10年未
満との間で，同友会活動への参画のメリットに
ついて平均値の差がみられるかどうか，という
ことである。したがって，両グループで，会員
歴10年以上が平均値を上回り，一方で会員歴10
年未満が平均値を下回り，それでかつ平均値の
差が統計的に有意であったことから，同友会の
会員を10年以上続けることによって，「第二創
業により，自社の経営基盤を強化し」たり，あ
るいは「財務体質を改善した」りすることが可
図表13　会員歴10年未満と10年以上のグループの平均値の差（両側）
会員歴
ｔ値10年未満 10年以上
度数 平均値 度数 平均値
①第二創業により，自社の経営基盤を強化した 153 2.76 61 3.59 -5.09 ＊＊＊＊
②経営者同士の交流が深まった 167 3.95 63 4.11 -1.18
③他の企業と連携し，新規事業に取り組んだ 151 2.32 61 2.82 -2.64 ＊＊＊
④経営指針が明確になった 159 3.37 60 3.82 -2.81 ＊＊＊
⑤自社の強みが明確になった 160 3.18 60 3.75 -4.14 ＊＊＊＊
⑥財務体質を改善した 157 2.75 60 3.20 -3.21 ＊＊＊
⑦幅広い経営情報から意思決定できるようになった 161 3.37 61 3.66 -1.97 ＊＊
⑧経営者としての自覚が高まった 167 3.84 60 4.10 -1.86 ＊
⑨社員との信頼関係が深まった 162 3.17 60 3.52 -2.96 ＊＊＊
⑩社内の業務体制が整備された 158 3.08 60 3.38 -2.31 ＊＊
⑪同友会の運営を自社にアレンジして取り入れた 159 2.98 59 3.24 -1.57
＊＊＊＊は0.1％有意，＊＊＊は１％有意，＊＊は５％有意，＊は10％有意
出所）　図表３に同じ。
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能となる会員が多いことが統計的に検証でき
た。
　続いて，第１と第２の点について検討する。
これらの点について，1つの解として考えられ
るのが，会員歴の長さと同友会活動への参画に
ついての関係である。つまり，会員歴が長いか
らといって，そのことが必ずしも同友会活動へ
の積極的な参画を示していないということであ
る。そこで，この点について，会員歴と出席度
合いの結果をクロス分析してみたものが上の図
表14である。
　図表14をみると，会員歴が５年未満と短くて
も，週に１回以上同友会活動に参画している会
員は9.4％（2.2％＋7.2％）いるけれども，逆に
会員歴が15年以上であったとしても，年に1，2
回程度しか参画しない会員も18.0％（10.3％＋
7.7％）いることがわかる。このように，単に
会員歴が長いというだけでは，それをもってし
て同友会活動へ積極的に参画していることを示
しているとは言えない。
②同友会活動への出席度合いと同友会活動参画
のメリット
　それでは，同友会活動への出席度合いについ
て詳しくみていこう。
　上の図表14で，会員歴と出席度合いのクロス
分析表をとりあげたが，このなかで会員歴が10
年以上と10年未満との間における違いを考慮し
たものが次の図表15である。図表15をみると，
ちょうど「月に２～３回」と「月に１回」との
間で有効％の数値が逆転していることがわか
る。つまり，同友会活動への出席度合いが「月
に２～３回」とする会員のうち，会員歴が10年
以上の会員は全体の18.8％で，会員歴が10年未
満の会員は全体の18.7％であるのに対して，同
友会活動への出席度合いが「月に１回」とする
会員のうち，会員歴が10年以上の会員は全体の
11.6％で，会員歴が10年未満の会員は全体の
35.8％である。また累積％も，同様に「月に２
～３回」と「月に１回」との間で数値が逆転し
ている。
　このことを踏まえ，以下で，同友会活動への
出席度合いで同友会活動参画のメリットの平均
値に有意な差がみられるかどうかについて，出
席度合いが「月に２～３回」と「月に１回」の
違い，つまり「月に２回以上」と「月に２回未
満」を基準に，各グループの間で，同友会参画
のメリットの平均値の差を検定すべく t検定
（両側）を実施した（図表16）。
　その結果，上の会員歴での実証結果と対比さ
せると，次の３点が特徴としてみられた。第１
に，同友会活動への出席度合いが「月に２回以
上」のグループで同友会活動参画メリットの平
均値の３を下回ったのが，唯一，「③他の企業
図表14　会員歴と同友会活動への出席度合いのクロス分析
５年未満 ５～９年 10～14年 15年以上
合計
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
週に２回以上   3   2.2％  2   4.1％  5  16.7％  8  20.5％  18
週に１回  10   7.2％  5  10.2％  3  10.0％  6  15.4％  24
月に２～３回  24  17.4％ 11  22.4％  8  26.7％  5  12.8％  48
月に１回  49  35.5％ 18  36.7％  3  10.0％  5  12.8％  75
半年に４～５回  12   8.7％  3   6.1％  2   6.7％  2   5.1％  19
半年に２～３回  27  19.6％  5  10.2％  0   0.0％  6  15.4％  38
半年に１回  10   7.2％  4   8.2％  4  13.3％  4  10.3％  22
年に１回   3   2.2％  1   2.0％  5  16.7％  3   7.7％  12
合計 138 100.0％ 49 100.0％ 30 100.0％ 39 100.0％ 256
出所）　図表３に同じ。
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と連携し，新規事業に取り組んだ」の項目だけ
であり，会員歴の場合と同じ結果がみられたこ
と。第２に，出席度合いが「月に２回以上」の
グループで平均値の３を上回ったが，かつ「月
に２回未満」のグループと統計的な差がみられ
なかった項目はなく，すべての項目において有
意な統計的な差がみられたこと（会員歴の場
合，「②経営者同士の交流が深まった」と「⑪
同友会の運営を自社にアレンジして取り入れ
た」の２つの項目のみが統計的な差がみられな
かった点で結果が異なる）。第３に，出席度合
いが「月に２回以上」のグループが平均値３を
上回り，一方で「月に２回未満」のグループが
平均値を下回った項目で，かつ平均値の差が統
計的に有意な項目が，会員歴のときの結果と同
じ「①第二創業により，自社の経営基盤を強化
した」と「⑥財務体質を改善した」の２項目
に，加えて「⑩社内の業務体制が整備された」
図表15　会員歴と同友会活動への出席度合いのクロス分析（修正）
10年未満 10年以上
合計
度数 ％ 累積％ 度数 ％ 累積％
週に２回以上   5   2.7％   2.7％ 13  18.8％  18.8％  18
週に１回  15   8.0％  10.7％  9  13.0％  31.9％  24
月に２～３回  35  18.7％  29.4％ 13  18.8％  50.7％  48
月に１回  67  35.8％  65.2％  8  11.6％  62.3％  75
半年に４～５回  15   8.0％  73.3％  4   5.8％  68.1％  19
半年に２～３回  32  17.1％  90.4％  6   8.7％  76.8％  38
半年に１回  14   7.5％  97.9％  8  11.6％  88.4％  22
年に１回   4   2.1％ 100.0％  8  11.6％ 100.0％  12
合計 187 100.0％ 69 100.0％ 256
出所）　図表３に同じ。
図表16　同友会活動への出席度合い別による同友会活動参画メリット平均値の差（両側）
出席度合い
ｔ値月に２回未満 月に２回以上
度数 平均値 度数 平均値
①第二創業により，自社の経営基盤を強化した 131 2.85 81 3.21 -2.14 ＊＊
②経営者同士の交流が深まった 143 3.73 84 4.44 -6.82 ＊＊＊＊
③他の企業と連携し，新規事業に取り組んだ 126 2.35 83 2.65 -1.77 ＊
④経営指針が明確になった 134 3.20 82 3.98 -6.07 ＊＊＊＊
⑤自社の強みが明確になった 135 3.10 82 3.78 -5.59 ＊＊＊＊
⑥財務体質を改善した 132 2.73 82 3.13 -3.08 ＊＊＊
⑦幅広い経営情報から意思決定できるようになった 135 3.20 84 3.85 -5.40 ＊＊＊＊
⑧経営者としての自覚が高まった 139 3.65 85 4.33 -5.87 ＊＊＊＊
⑨社員との信頼関係が深まった 137 3.09 82 3.56 -4.41 ＊＊＊＊
⑩社内の業務体制が整備された 134 2.96 81 3.48 -4.42 ＊＊＊＊
⑪同友会の運営を自社にアレンジして取り入れた 134 2.81 81 3.47 -5.05 ＊＊＊＊
＊＊＊＊は0.1％有意，＊＊＊は１％有意，＊＊は５％有意，＊は10％有意
出所）　図表３に同じ。
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と「同友会の運営を自社にアレンジして取り入
れた」の計４項目であったこと。
　会員歴の場合と同じように，第１と第２の点
は，後述するとして，先に第３の点の結果から
示唆されることを述べる。ここで検定したの
は，同友会活動への出席度合いが「月に２回以
上」と「月に２回未満」との間で，同友会活動
への参画のメリットについて平均値の差がみら
れるかどうか，ということである。したがっ
て，両グループで，同友会活動への出席度合い
「月に２回以上」が平均値を上回り，一方で
「月に２回未満」が平均値を下回り，それでか
つ平均値の差が統計的に有意であったことか
ら，同友会活動へ平均して月に２回以上出席す
れば，「第二創業により，自社の経営基盤を強
化し」たり，あるいは「財務体質を改善した」
り，また「社内の業務体制が整備された」り，
さらには「同友会の運営を自社にアレンジして
取り入れた」りすることが可能となる会員が多
いことが統計的に検証できた。後者の２項目
は，会員歴10年以上のグループでは見られなか
った特徴である。
　続いて，第１と第２の点について検討する。
これらの点について，１つの解として考えられ
るのが，出席度合いの中身である。つまり，会
員歴が長く，同友会活動への出席度合いが多く
とも，どのような場合の会合への出席かによっ
て，参画の内容が異なる場合がある。そこで検
討すべき項目が役員経験の有無である。
　そこで，役員経験が「ある」会員グループと
「ない」会員グループとの間で，同友会活動へ
の出席度合いがどのように異なるかをみたもの
が次の図表17である。図表17をみてもわかるよ
うに，ちょうど「月に２～３回」と「月に１
回」との間で有効％の数値が逆転している。つ
まり，役員経験が「ある」と答えた会員の66.7
％（17.6％＋21.6％＋27.5％）が少なくとも月
に２回以上，同友会活動に出席していることが
わかり，その反面，役員経験が「ない」と答え
た会員の実に86.0％（38.0％＋10.0％＋20.7％＋
11.3％＋6.0％）が月に２回未満しか同友会活動
に出席していないことが明らかとなった。以上
から，役員経験の有無が同友会活動への出席度
合いに影響を及ぼしていることがわかる。
③役員経験の有無と同友会活動参画のメリット
　以上を踏まえ，役員経験の有無と同友会活動
参画のメリットとの関連についてみていく。前
述のように，新連携に認定されたアドック神戸
のプロジェクトチームである「細菌・ウイルス
瞬間加熱殺滅装置」のメンバーは，理事，支部
運営委員，県の委員会・部会委員といった役員
のいずれか１つを経験している。そこで，役員
経験が「ある」会員グループと，「ない」会員
グループとの間で同友会活動参画メリットの平
均値の差を検定すべく t検定（両側）を実施し
た（図表18）。
　その結果，上の会員歴ならびに同友会活動へ
の出席度合いでの実証結果と対比させると，次
の３点が特徴としてみられた。第１に，役員経
験が「ある」グループで，同友会活動参画メリ
ットの平均値の３を下回ったのが，唯一，「③
他の企業と連携し，新規事業に取り組んだ」の
項目だけであり，会員歴ならびに同友会活動出
席度合いの場合と同じ結果がみられたこと。第
２に，役員経験が「ある」グループで平均値の
３を上回ったが，かつ役員経験が「ない」のグ
図表17　役員経験と同友会活動出席度合いのクロス
活動への
出席度合い
役員経験の有無
合計ある ない
度数 比率 度数 比率
週に２回以上  18  17.6％   0   0.0％  18
週に１回  22  21.6％   2   1.3％  24
月に２～３回  28  27.5％  19  12.7％  47
月に１回  19  18.6％  57  38.0％  76
半年に４～５回   4   3.9％  15  10.0％  19
半年に２～３回   4   3.9％  31  20.7％  35
半年に１回   5   4.9％  17  11.3％  22
年に１回   2   2.0％   9   6.0％  11
合計 102 100.0％ 150 100.0％ 252
出所）　図表３に同じ。
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ループと統計的な差がみられなかった項目はな
く，出席度合いの場合と同じように，すべての
項目において有意な統計的な差がみられたこ
と。第３に，役員経験が「ある」グループが平
均値３を上回り，一方で役員経験が「ない」グ
ループが平均値３を下回った項目で，かつ平均
値の差が統計的に有意な項目が，会員歴ならび
に出席度合いのときの結果と同じ「①第二創業
により，自社の経営基盤を強化した」と「⑥財
務体質を改善した」の２項目に，加えて出席度
合いと同じ「⑩社内の業務体制が整備された」
と「同友会の運営を自社にアレンジして取り入
れた」の計４項目であったこと。
Ⅳ　小結
１．まとめ
　本稿では，中小企業連携を構築した後も，継
続的な事業運営が可能となるような中小企業連
携を構築するためには，中小企業連携におい
て，いったいどのようなことが必要であろうか
という問題意識に基づき，新連携認定案件のい
くつかを通じて推察される中小企業連携の母体
組織に着目し，まず「中小企業連携の構築に
は，母体組織における諸活動への経営者の積極
的な参画が必要である」という仮説を構築し
た。そして，兵庫同友会会員企業を対象に実施
したアンケート調査データを用いて，この仮説
を統計的に検証した。なお，母体組織の諸活動
への参画については，会員歴，出席度合い，役
員経験から考察した。
　本稿の問題意識に基づき，検証結果から特に
明らかとなった次の４点から述べる。
　第１は，会員歴と同友会活動への出席度合い
との関連から明らかになったことである。同友
会活動参画メリットの各項目のなかで異なった
結果が得られた項目の１つに，「②経営者同士
の交流が深まった」があげられる。この項目は
同友会活動参画メリットの項目のなかで最も高
い平均値を示した。会員歴が10年以上・未満を
区切りとして平均値の差を検定してみたとこ
ろ，差は有意でなかった。しかしながら，その
反面，同友会活動への出席度合いが月に２回以
上・未満を区切りとして平均値の差を検定して
みたところ差は統計的に有意であった。後者の
結果は，役員経験の有無における検定結果と同
図表18　役員経験別の同友会活動参画メリットの平均値の差
役員経験
ｔ値ある ない
度数 平均値 度数 平均値
①第二創業により，自社の経営基盤を強化した 97 3.23 114 2.79 2.70 ＊＊＊
②経営者同士の交流が深まった 97 4.32 129 3.78 4.83 ＊＊＊＊
③他の企業と連携し，新規事業に取り組んだ 96 2.73 113 2.23 3.03 ＊＊＊
④経営指針が明確になった 94 3.89 122 3.20 5.32 ＊＊＊＊
⑤自社の強みが明確になった 95 3.77 122 3.02 6.27 ＊＊＊＊
⑥財務体質を改善した 95 3.06 119 2.71 2.87 ＊＊＊
⑦幅広い経営情報から意思決定できるようになった 97 3.73 122 3.22 4.15 ＊＊＊＊
⑧経営者としての自覚が高まった 95 4.18 129 3.72 3.82 ＊＊＊＊
⑨社員との信頼関係が深まった 95 3.54 124 3.04 4.79 ＊＊＊＊
⑩社内の業務体制が整備された 94 3.38 121 2.97 3.42 ＊＊＊＊
⑪同友会の運営を自社にアレンジして取り入れた 94 3.33 121 2.83 3.62 ＊＊＊＊
＊＊＊＊は0.1％有意，＊＊＊は１％有意，＊＊は５％有意，＊は10％有意
出所）　図表３に同じ。
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じであった。この結果から言えることは，同友
会に所属していれば，所属年数が長い長くない
に関らず「経営者同士の交流が深まった」けれ
ども，その深さは，出席度合いを月に２回以
上，もしくは役員経験をすることで，出席度合
いが月に２回未満もしくは役員経験のない会員
と比べて明確な差が生じうるということであ
る。中小企業連携において，中小企業経営者同
士の信頼関係が必要であるが27），この源泉は母
体組織における経営者同士の交流から生まれう
ることを示唆している。
　第２は，会員歴，同友会活動への出席度合
い，さらに役員経験の有無の各項目から共通し
て明らかになったことである。それぞれの項目
において区別した２つのグループ，すなわち会
員歴が「10年以上」と「10年未満」，同友会活
動への出席度合いが「月に２回以上」と「月に
２回未満」，最後に，役員経験が「ある」と
「ない」といったそれぞれ対のグループにおい
て，同友会活動参画メリットの平均値がそれぞ
れの前者のグループで中間値の３を上回り，一
方で後者のグループが３を下回り，かつ両者の
グループの平均値の差が統計的に有意な項目と
して，「①第二創業により，自社の経営基盤を
強化した」，「⑥財務体質を改善した」，「⑩社内
の業務体制が整備された」と「⑪同友会の運営
を自社にアレンジして取り入れた」の計４項目
があげられた（これら４項目のうち，最初の２
つの項目は会員歴において統計的に有意な差は
みられず，また「⑩社内の業務体制が整備され
た」は会員歴のみ平均値が２つのグループでと
もに平均値３を上回っていた）。このことから，
同友会の会員を10年以上長く続け，諸活動へ月
２回以上出席し，さらに役員を経験したことの
ある会員は，そうでない会員と比べて，同友会
活動を通じて，「第二創業により，自社の経営
基盤を強化した」り，「財務体質を改善した」
りすることができていること，また，会員歴が
長いかどうかではなく，むしろ出席度合いを月
に２回以上，もしくは役員の経験をしたことが
ある会員は，そうでない会員と比べて，「社内
の業務体制が整備された」り，「同友会の運営
を自社にアレンジして取り入れた」りすること
ができていること，が明らかとなった。これら
は，実際に中小企業連携に参画している中小企
業経営者の母体組織における諸活動への積極的
な参画から導かれた要素である。したがって，
中小企業連携の事業運営を継続的に運営してい
くためには，母体組織における諸活動を通じて
これら４つの要素を享受したと感じているよう
な中小企業経営者同士による連携の構築がまず
重要であることを示唆している。
　第３は，これまで本稿では触れなかったが，
会員歴「10年以上」と「10年未満」，同友会活
動への出席度合いが「月に２回以上」と「月に
２回未満」，最後に，役員経験が「ある」と
「ない」といったそれぞれペアのグループにお
いて，同友会活動参画メリットの平均値がそれ
ぞれの前者のグループで３以上を上回り，また
後者のグループも平均値３を上回り，かつ平均
値の差が統計的に有意な項目がある。それは，
「④経営指針が明確になった」，「⑤自社の強み
が明確になった」，「⑦幅広い経営情報から意思
決定できるようになった」，「⑧経営者としての
自覚が高まった」，「⑨社員との信頼関係が高ま
った」，の５項目である。これら５項目は，単
純集計で平均値３を上回っていることから，同
友会活動を通じて同友会会員企業であれば享受
できるメリットであると言えるが，会員歴が10
年以上，また出席度合いを月に２回以上，ある
いは役員の経験をしたことがある会員は，そう
でない会員と比べて，そのメリットをいっそう
享受できたと感じていることが明らかとなっ
た。このことは，本稿の問題意識とは直接的に
関係ないが，同友会活動への積極的な参画が，
経営者にとって直接的なメリットをもたらして
いるという点での事実発見であると言える。
　最後は，会員歴10年以上，同友会活動への出
席度合いが月に２回以上，さらに役員経験があ
るグループで，唯一同友会活動への参画メリッ
トの平均値を下回った項目に「他の企業と連携
し，新規事業に取り組んだ」があげられる。な
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ぜこの項目のみが平均値を下回ったのであろう
か。このことは，中小企業連携に参画したとし
ても，その成果として新規事業に取組むことの
できえた中小企業が非常に少ないことを暗示し
ている。そもそも筆者が別稿にて検討してきた
ように，中小企業連携それ自体の成果はそれな
りに重要ではあるけれども，中小企業が中小企
業連携に参画することにより，連携を通じた諸
活動での経験を通じて新規事業に取組むことが
可能になるなど連携参画による効果も連携の大
きな成果として位置づけることが重要であろ
う28）。しかしながら，すべての中小企業が連携
により成果を得るのではなく，連携に参画した
としてもなかなか成果を享受できない中小企業
は必ずしも少なくはない。本稿での分析結果は
まさにこのことを示していると考えられる。ま
た，連携それ自体の成果が出るまでに，少なく
とも時間がかかるであろうし，中小企業連携の
成果を今の段階で評価するのは時期尚早である
と言わざるを得ない29）。
２．インプリケーション
　第１ならびに第２の点から，母体組織におけ
る諸活動へ積極的に参画することで，経営者同
士の交流がより深化したり，中小企業の経営力
とも言うべき母体組織における諸活動を通じた
４つの要素を備えたりしていることが明らかと
なった。このことから，中小企業連携の構築に
は，所属する母体組織における諸活動におい
て，中小企業が少なくともこれら２つの条件の
いずれか一方を満たすことが推察されるととも
に，「中小企業連携の構築には，母体組織にお
ける諸活動への経営者の積極的な参画が必要で
ある」という仮説が「ある意味」検証されたも
のと考える30）。中小企業経営者は，商工会議所
や工業会，あるいは各種組合など経済団体ない
しは経営者団体に所属している場合が少なくな
い。もしかすると，中小企業経営者の多くは，
そうした経済団体ないしは経営者団体における
諸活動が，自社にとっていったい何の意味を成
すのか，自問自答しているのではないだろう
か。本稿での考察から，中小企業連携の構築を
目指す中小企業経営者にとっては，まず自身が
所属する組織において自ら積極的に参画するこ
とで，上の２つの条件のいずれか一方を満たす
ことが必要となろう。また，中小企業連携の構
築推進を図る中小企業政策の立案担当者におい
ては，中小企業が所属する既存の組織における
経営者同士の交流を促進するような諸活動を積
極的に支援していくことが必要となろう。まっ
たく土壌のないところから中小企業連携の構築
を図るのではなく，中小企業連携の事業活動と
一見すれば無関係とも言うべき既存の母体組織
における活動の意義を見直し，活動促進を図っ
ていくことが求められる。以上が本稿のインプ
リケーションである。
　ところで，上の仮説が「ある意味」で検証さ
れたとしているのには，次の理由がある。それ
は，諸活動への参画を理論的にどのように考え
るかを検討してこなかったことである。たとえ
ば，上の第１，第２の２つの点にもとりあげた
ように，出席度合いと役員経験は統計的に異な
った結果を得ることができなかったことを，ど
のように考えればよいだろうか。
　私見では，単に役員経験があるというだけで
はなく，むしろ月に２回出席するという同友会
活動への参画それ自体のほうが重要であると考
える。近年，さまざまな学問分野でソーシャ
ル・キャピタル（Social Capital）に関する議論
が積極的に展開されている31）。なかでも経営学
分野では32），ソーシャル・キャピタルの蓄積と
投資の循環が，企業の競争優位の源泉となりう
ることが主張されている。ソーシャル・キャピ
タルの蓄積は，組織内の業務を推進する際の人
と人との間の「安定したつながり」（高い信頼，
強固な社会的ネットワーク，活気のあるコミュ
ニティ）の構築を意味する。また，ソーシャ
ル・キャピタルへの投資はソーシャル・キャピ
タルの蓄積を可能とする人と人との「つなが
り」に対する投資活動を意味する。アドック神
戸の母体組織である兵庫同友会における経営者
同士の交流は，まさにソーシャル・キャピタル
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の蓄積が意味するところの人と人との「つなが
り」であり，同友会活動への積極的な参画こそ
ソーシャル・キャピタルへの投資活動であると
考えることができる。本稿の結論と，ソーシャ
ル・キャピタル概念ならびに信頼概念など関連
概念との理論的整合性に関する検討について
は，残された検討課題である。
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注
１） 関　智宏（2004，2006）を参照のこと。
２） 1995年４月に施行された法律（時限立法）であ
り，正式名称は，「中小企業の創造的事業化活動
の促進に関する臨時措置法」である。「中小企業
の創造的事業活動（創業や研究開発・事業化を
通じて，新製品・新サービス等を生み出そうと
する取組）の促進を通じて，新たな事業分野の
開拓を図り，産業構造の転換の円滑化と国民経
済の健全な発展に資することを目的」としてい
る。
３） 1998年12月に制定された法律（1999年２月施行）
である。日本における経済の閉塞感を打破し，
雇用機会を確保するために，日本で蓄積された
産業資源を活用し，新事業の創出を図ることを
目的としている。
４） この点については，植田浩史・松永桂子・田中
幹大・関　智宏（2005）を参照のこと。
５） 中小企業連携を構築した後に，事業運営を継続
させていくうえでのマネジメントの問題は，今
後の検討課題であるが，後述するアドック神戸
では開発プロジェクトでの責任所在の不明とい
う問題を主幹事会社制度をひくことで解決した
経験がある。この点については，佐竹隆幸・関
智宏（2007）が詳しい。
６） http://www.smrj.go.jp/shinrenkei/about/index.html
（2007年５月閲覧）
７） http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/shinpou/
shinrenkei_ninteijirei/index.htm（2007年５月閲覧）
８） 京都試作ネットについては，http://kyoto-shisaku.
com/を参照のこと（2007年５月閲覧）。また，
京都試作ネットを紹介したものとして，植田浩
史（2004），池田　潔（2006）をあげることがで
きる。
９） 機青連については，http://www.kiseiren.com/を参
照のこと（2007年５月閲覧）。また，機青連と京
都試作ネットとの関係は以下のとおりである。
機青連では，30代後半から40代前半にかけて代
表幹事を経験することになる。代表幹事を終え
ても新陳代謝が生まれるような仕掛けを導入す
べく，代表幹事と副代表幹事１名が中心となっ
て，機青連の若手の経営者を巻き込みながらド
ラッカーの書籍を輪読するかたちで経営者とし
ての勉強を続けていこうということになり，10
名でドラドラ会を結成した。ドラドラ会はその
翌年に未来企業の会に名称変更し，その後も幾
度か名称を変えていった。このメンバーのなか
でお互いに助け合うことができるのではないか
ということになり，2001年に京都試作ネットを
立ち上げた。以下の記述は，筆者等が2005年７
月８日10：00～12：20に株式会社秋田製作所の
A氏に対して実施したヒアリング調査に基づい
ている。機青連の活動については，中村智彦
（2004，2006）を参照のこと。
10） OWOについては，http://www.owosaka.jp/を参照
のこと（2007年５月閲覧）。そもそも OWOが結
成されたきっかけは，大阪市が2002年に実施し
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た製造業実態調査で大阪市内の２万の事業所の
うち，航空関連が約100社あったという事実発見
に基づいている（筆者等が2006年７月６日12：
00～13：00に OWO事務局の K氏に対して実施
したヒアリング調査に基づく）。なお，大阪市製
造業実態調査については，筆者等が所属する工
業集積研究会（代表：植田浩史（慶應義塾大学
教授））が大阪市より委託を受け再分析を行い，
成果として，工業集積研究会（2004）『大阪市製
造業実態調査データ分析』を発行している。
11） なお OWOの参画企業である枚岡合金工具株式
会社は，近畿地域の「新連携」認定案件第６号
案件の「デジタル統合書類管理システムの開発
及び販路開拓事業」のコア企業でもある。
12） オンリーワン研究会については，http://www.
only-1-osaka.jp/を参照のこと（2007年５月閲覧）。
13） アドック神戸の設立経緯などの詳細については，
関　智宏（2004）ならびに佐竹隆幸・関　智宏
（2007）を参照のこと。
14） http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/shinpou/
shinrenkei_ninteijirei/5kinki/hokuto.pdfを参照のこと
（2007年５月閲覧）。
15） 関　智宏（2007a），佐竹隆幸・関　智宏（2007）
による。
16） 関　智宏（2004），佐竹隆幸・関　智宏（2007）
17） 佐竹隆幸・関　智宏（2007）による。
18） 「ワット神戸」については，http://www.watt-
kobe.jp/を参照のこと（2007年５月閲覧）。なお
「ワット神戸」を事例分析としてとりあげたもの
として，関　智宏（2005b，2006a）をとりあげ
ることができる。
19） 支部をいくつかの地域別ブロックに再編し，部
間の交流促進を目的とした会であるブロック会
がある。
20） 関　智宏（2004）pp.164-165.
21） 委員会活動は，同友会全体の委員会と別に，そ
れを支部のなかで推進していく支部の委員会が
設置されている場合がある。この場合を考慮し，
これら両者の委員会を識別するために，前者の
同友会全体の委員会のことを，兵庫同友会では
「県の」委員会と呼んでいる。
22） 兵庫同友会には，７つの委員会（具体的には，
経営労働委員会，人材育成委員会，共同求人委
員会，組織委員会，経営環境改善委員会，広報
委員会，情報化促進委員会；以上，順不同）の
他（支部の活性化を検討する支部活性化委員会
もある），青年部・女性部，さらには産業クラス
ター部会がある（兵庫県中小企業家同友会ホー
ムページ http://www.hyogo.doyu.jp/intro3.htmlを
参照のこと（2007年５月閲覧））。
23） 関　智宏（2004）p.180脚注19
24） 景況調査の調査結果は，兵庫同友会が発行する
『NTレポート』として毎年２号ずつ一般に公開
されている。本稿で用いるデータの概略は，『NT
レポート』第19号のなかで，立命館大学名誉教
授（執筆当時の役職は，京都創成大学学長）の
二場邦彦先生が「会員景況の概況―今回の調査
内容を中心に―」という題目のなかでまとめら
れている。
25） この他にも，「⑤同友会活動に期待すること」を
質問項目に加えたが，自由回答であることから，
本稿での分析対象からは除外した。
26） 会員歴が比較的若い会員が多いのは，アンケー
ト調査の対象となった企業に，兵庫同友会に新
規に入会した企業が多く含まれているためであ
る。
27） 関　智宏（2004）を参照のこと。
28） 佐竹隆幸・関　智宏（2007）による。ここでは，
次のことが問題提起されている。「成果が出なけ
ればその連携は失敗であるのか。そう判断する
のはやや短絡的ではないだろうか。中小企業連
携に成果がなかなか出なくても，その連携に参
画する個々の中小企業にとって，連携を通じて
何か１つでも学びえて事業活動に活かすことが
できるような効果を享受しえたとすれば，それ
も連携の大きな成果として高く評価してはどう
か。もちろん，中小企業が連携を通じて自社の
存立基盤強化を実現するためには，自社だけで
は対応できない事業案件であっても積極的にか
つ継続的に参画（投資）し取組むことが前提と
なる。自社だけではできないからこそ連携が必
要なのである。そして，個々の中小企業が連携
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を通じてさまざまな経験を積むことで，これま
で体験したことのない貴重な体験をし，自社の
存立基盤強化に貢献しうる経営革新を実現可能
とするのである。」
29） 関　智宏（2006a）による。関　智宏（2006a）
では，事業システムという視点から，産業クラ
スター概念を応用し，中小企業連携の成果を評
価するには少なくとも10年の時間を要すること
を指摘している。
30） もちろん，これら２つの条件は本稿の実証結果
から導かれたものであり，それ以外の条件を否
定するものではないことに留意されたい。
31） ソーシャル・キャピタルは，社会的資本とも訳
されることもある。この点について，たとえば，
諸富　徹（2003）を参照のこと。
32） 以下の詳細は，関　智宏（2005a）を参照のこと。
関　智宏（2005a）では，組織内の経営者と従業
員との人と人との「つながり」という視点から，
ある企業のケースを検討している。なお，ソー
シャル・キャピタル概念の理解については，一
例に過ぎないが，経営学分野からBaker, W.（2000）
ならびに Cohen, D. and L. Prusaku（2001），また
社会学分野から安田　雪（2004）などを参照の
こと。
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